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■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
　お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／海外／債券

信託期間 2017年11月７日から2022年９月12日まで

運用方針 マザーファンドへの投資を通じて、主と
して米国債に実質的に投資することで、
信託財産の中長期的な成長を目指して運
用を行います。

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主
要投資対象とします。

米国中期債運用戦略マザーファンド

米国債

当ファンドの
運用方法

■主として米国債に実質的に投資するこ
とで、信託財産の中長期的な成長を目
指します。

■実質組入外貨建資産については、「守
る為替ヘッジ戦略」と「攻める為替
ヘッジ戦略」の組合せにより、最適な
為替ヘッジ戦略を目指します。

■当ファンドは、投資者と販売会社が締
結する投資一任契約に基づいて、資産
を管理する口座の資金を運用するため
のファンドです。

組入制限 当ファンド

■株式への実質投資は行いません。
■外貨建資産への実質投資割合には、制
限を設けません。

米国中期債運用戦略マザーファンド

■株式への投資は行いません。
■外貨建資産への投資割合には、制限を
設けません。

分配方針 ■年２回（原則として毎年３月および９
月の11日。休業日の場合は翌営業日）
決算を行い、分配金額を決定します。

■分配対象額は、経費控除後の利子、配
当等収益と売買益（評価損益を含みま
す。）等の範囲内とします。

■分配金額は、委託会社が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定しま
す。

※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。

ファンドは複利効果による信託財産の
成長を優先するため、分配を極力抑制
します。
（基準価額水準、市況動向等によって
は変更する場合があります。）

米国中期債運用戦略ファンド
（ダイワ投資一任専用）
【運用報告書（全体版）】

（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

第９ 期

決算日 2022年３月11日

受益者の皆さまへ

平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。

当ファンドはマザーファンドへの投資を通じて、

主として米国債に実質的に投資することで、信託

財産の中長期的な成長を目指して運用を行いま

す。当期についても、運用方針に沿った運用を行

いました。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

純 資 産
総 額（分配落） 税 込

分 配 金
期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ 百万円
５期（2020年３月11日） 10,497 0 4.1 95.1 3,084

６期（2020年９月11日） 10,972 0 4.5 99.6 2,551

７期（2021年３月11日） 10,775 0 △1.8 100.8 1,311

８期（2021年９月13日） 10,951 0 1.6 99.3 1,066

９期（2022年３月11日） 10,867 0 △0.8 99.2 4,505

※基準価額の騰落率は分配金込み。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％
2021年９月13日 10,951 － 99.3

９月末 10,960 0.1 99.6

10月末 11,012 0.6 99.1

11月末 11,044 0.8 99.3

12月末 11,108 1.4 107.9

2022年１月末 10,933 △0.2 99.8

２月末 10,804 △1.3 107.0

（期　　　末）
2022年３月11日 10,867 △0.8 99.2

※騰落率は期首比です。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

１ 運用経過
基準価額等の推移について（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。
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純資産総額（百万円）: 右軸

分配金再投資基準価額（円）: 左軸
基準価額（円）: 左軸

期　　首 10,951円

期　　末 10,867円
（既払分配金0円（税引前））

騰 落 率 －0.8％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

基準価額の主な変動要因（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

　当ファンドは、米国中期債運用戦略マザーファンドへの投資を通じて、主として残存期間が５
～７年程度の米国債に投資を行いました。
　米ドル円相場の上昇や保有する債券の利息収入は上昇要因となりましたが、保有する債券の価
格下落が影響し、基準価額は下落しました。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

　米国５～７年の中期ゾーンの国債利回り
は、前期末比で上昇（債券価格は下落）しま
した。主な背景は、ＦＯＭＣ（米連邦公開市
場委員会）で量的緩和の縮小のペース加速が
決定されたことや議事要旨に利上げの条件
が整いつつあるとの考えが記されたことな
ど、金融政策の正常化への取り組みが進展
したことや、雇用統計や小売売上高といっ
た経済指標が良好な結果だったことなどで
す。また、ＥＣＢ（欧州中央銀行）総裁が年
内の利上げの可能性を示唆したことや、英
国で政策金利が引き上げられたことなども
利回り上昇に影響しました。

　米ドル円相場は円安に振れました。主な
背景は、米国では量的緩和の縮小のペース
が加速したことやＦＲＢ（米連邦準備制度理
事会）高官が早期の利上げの可能性を示した
ことなど金融政策の正常化をめぐる報道が
相次いだ一方、日本銀行は日本の長期金利
の上昇を抑制し金融緩和を堅持する姿勢を
見せたことなどを受け、日米の金融政策や
経済状況の格差が強まったことです。また、
原油などエネルギー価格が上昇し、ウクラ
イナ情勢の混迷の影響で高止まりする可能
性から、日本の貿易赤字が拡大するとの見
方なども円安材料となりました。

投資環境について（2021年９月14日から2022年３月11日まで）
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

ポートフォリオについて（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

当ファンド

　主要投資対象である米国中期債運用戦略
マザーファンドを期を通じて高位に組み入
れ、期末の実質的な公社債組入比率は
99.2％としました。

米国中期債運用戦略マザーファンド

　当期の騰落率は、－0.5％となりました。
　債券ポートフォリオは、５～７年までの
残存期間毎の米国債の組入比率がほぼ均等
となるように構築し、残存期間の分散を図
りました。
　為替ヘッジ取引の判断にあたっては、大
和証券株式会社からの助言を受けて以下の
運用を行いました。ヘッジ比率は、ゼロ％
から50％台前半の範囲で調整しました。期
初から2022年１月上旬は10％台後半から
40％台後半、１月中旬から１月下旬はゼ
ロ％としました。その後、３月上旬にかけ
て10％台半ばから50％台前半とし、期末付
近は６％程度としました。「守る為替ヘッジ
戦略」は、期初から１月上旬は40％台前半か
ら70％台前半、１月中旬はゼロ％としまし
た。その後、期末にかけて10％台半ばから
50％台前半としました。「攻める為替ヘッジ
戦略」は、主に期初から１月上旬と期末付近
に円安判定とし、「守る為替ヘッジ戦略」を
基準にヘッジ比率を25％程度減らす調整を
行いました。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

分配金について（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合がありま
す。
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第９期

当期分配金 0
（対基準価額比率） （0.00％）

当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 1,259

　期間の分配は、複利効果による信託財産の
成長を優先するため、見送りといたしました。
　なお、留保益につきましては、運用の基本
方針に基づき運用いたします。

ベンチマークとの差異について（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

　ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

２ 今後の運用方針
当ファンド

　引き続き、運用の基本方針に従い、米国
中期債運用戦略マザーファンドへの投資を
通じて、主として米国債に実質的に投資す
ることで、信託財産の中長期的な成長を目
指して運用を行います。

米国中期債運用戦略マザーファンド

　引き続き、債券ポートフォリオは、米国
債５～７年のラダー型とします。
　為替ヘッジ取引の判断にあたっては、引
き続き、大和証券株式会社からの助言を受
けて運用を行います。なお、投資助言者の
運用方針は以下の通りです。為替ヘッジは
「攻・守」合わせた戦略を適用します。「守る
為替ヘッジ戦略」は常時適応し、債券価格と
米ドル円レートが逆方向に変動する動きを
捉え、安定した収益確保を図ります。さら
に、米ドル円の市場データを分析した結果、
追加収益獲得の機会と捉えた際は「攻める為
替ヘッジ戦略」を機動的に適用し、「守る為
替ヘッジ戦略」を基準にヘッジ比率を増減す
る調整を行います。

３ お知らせ
約款変更について

　該当事項はございません。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

１万口当たりの費用明細（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a） 信 託 報 酬 25円 0.226％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は10,970円です。
投信会社:ファンド運用の指図等の対価
販売会社:交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの

管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社:ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実

行等の対価

（投 信 会 社） （18） （0.162）

（販 売 会 社） （6） （0.054）

（受 託 会 社） （1） （0.011）

（b） 売買委託手数料 － － 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料:有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株 式） （－） （－）

（先物・オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c） 有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税:有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株 式） （－） （－）

（公 社 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d） そ の 他 費 用 1 0.011 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用:海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および

資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用:監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他:信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （1） （0.005）

（監 査 費 用） （1） （0.006）

（そ の 他） （0） （0.000）

合 計 26 0.237

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

参考情報 総経費率（年率換算）

※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則とし
て、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は0.49％です。

総経費率
0.49％

運用管理費用（投信会社）

0.33％

運用管理費用（販売会社）

0.11％

運用管理費用（受託会社）

0.02％

その他費用

0.02％
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

当期中の売買及び取引の状況（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

親投資信託受益証券の設定、解約状況

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
米国中期債運用戦略マザーファンド 3,226,854 3,615,142 120,062 133,788

利害関係人との取引状況等（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

当期中における利害関係人との取引等はありません。
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

組入れ資産の明細（2022年３月11日現在）

親投資信託残高

種 類
期 首(前期末) 期 末

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
米国中期債運用戦略マザーファンド 956,175 4,062,967 4,505,424

※米国中期債運用戦略マザーファンドの期末の受益権総口数は4,062,967,155口です。

投資信託財産の構成� （2022年３月11日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
米 国 中 期 債 運 用 戦 略 マ ザ ー フ ァ ン ド 4,505,424 99.9

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 6,019 0.1

投 資 信 託 財 産 総 額 4,511,443 100.0

※米国中期債運用戦略マザーファンドにおいて、期末における外貨建資産（4,489,735千円）の投資信託財産総額（4,536,860千円）に対す

る比率は99.0％です。

※外貨建資産は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは、１

アメリカ・ドル＝116.32円です。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2022年３月11日現在）

項 目 期 末

(A)�資 産 4,511,443,890円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 107,522

米 国 中 期 債 運 用 戦 略
マザーファンド(評価額) 4,505,424,278

未 収 入 金 5,912,090

(B)�負 債 5,905,578

未 払 信 託 報 酬 5,768,322

そ の 他 未 払 費 用 137,256

(C)�純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 4,505,538,312

元 本 4,146,101,116

次 期 繰 越 損 益 金 359,437,196

(D)�受 益 権 総 口 数 4,146,101,116口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,867円

※当期における期首元本額973,668,204円、期中追加設定元本額

3,308,396,908円、期中一部解約元本額135,963,996円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2021年９月14日　至2022年３月11日）

項 目 当 期

(A)�配 当 等 収 益 △��������163円
受 取 利 息 5
支 払 利 息 △        168

(B)�有 価 証 券 売 買 損 益 △�41,355,609
売 買 益 1,513,912
売 買 損 △ 42,869,521

(C)�信 託 報 酬 等 △��5,905,582
(D)�当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △�47,261,354
(E)�前 期 繰 越 損 益 金 77,552,415
(F)�追 加 信 託 差 損 益 金 329,146,135

(配 当 等 相 当 額) (　426,738,122)
(売 買 損 益 相 当 額) (△ 97,591,987)

(G)�合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 359,437,196
次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 359,437,196
追 加 信 託 差 損 益 金 329,146,135
(配 当 等 相 当 額) (　429,131,561)
(売 買 損 益 相 当 額) (△ 99,985,426)
分 配 準 備 積 立 金 92,903,804
繰 越 損 益 金 △ 62,612,743

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公

社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※分配金の計算過程は以下の通りです。

当 期

(a) 経費控除後の配当等収益 6,593,542円
(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 0
(c) 収益調整金 429,131,561
(d) 分配準備積立金 86,310,262
(e) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 522,035,365

１万口当たり当期分配対象額 1,259.10
(f) 分配金 0

１万口当たり分配金 0

分配金のお知らせ

１万口当たり分配金（税引前）
当 期

0円

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。
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米国中期債運用戦略マザーファンド
第９期（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

信託期間 無期限（設定日：2017年11月７日）

運用方針 ■残存期間が５～７年程度の米国債を主要投資対象とし、原則として、各残存期間毎の投資金額が
ほぼ同額程度となるような運用を目指します。

■組入外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行います。為替ヘッジ比率につい
ては、主に米国の金利と米ドル／円の為替の相関等を勘案して、効率的なヘッジ比率を決定しま
す。

■大和証券株式会社から運用にかかる助言を受けます。

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率

円 ％ ％ 百万円
５期（2020年３月11日） 10,601 4.2 94.8 3,095

６期（2020年９月11日） 11,113 4.8 99.6 2,551

７期（2021年３月11日） 10,943 △1.5 98.4 1,343

８期（2021年９月13日） 11,150 1.9 99.3 1,066

９期（2022年３月11日） 11,089 △0.5 99.2 4,505

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％
2021年９月13日 11,150 － 99.3

９月末 11,162 0.1 99.6

10月末 11,219 0.6 99.0

11月末 11,256 1.0 99.2

12月末 11,326 1.6 99.3

2022年１月末 11,152 0.0 99.2

２月末 11,024 △1.1 99.4

（期　　　末）
2022年３月11日 11,089 △0.5 99.2

※騰落率は期首比です。



14－　　－

米国中期債運用戦略マザーファンド

１ 運用経過

基準価額等の推移について（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

基準価額等の推移

期 首 11,150円

期 末 11,089円

騰 落 率 －0.5％

基準価額の主な変動要因（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

　当ファンドは、残存期間が５～７年程度の米国債を主要投資対象とし、各残存期間毎の投資金

額がほぼ同額程度となるような運用を行いました。

　米ドル円相場の上昇や保有する債券の利息収入は上昇要因となりましたが、保有する債券の価

格下落が影響し、基準価額は下落しました。

10,600
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11,000

11,200

11,400

0

5,000

期首 '21/10 11 12 '22/1 2 期末

基準価額（円）：左軸

純資産総額（百万円）：右軸
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米国中期債運用戦略マザーファンド

投資環境について（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

　米国５～７年の中期ゾーンの国債利回りは、前期末比で上昇（債券価格は下落）しました。主

な背景は、ＦＯＭＣ（米連邦公開市場委員会）で量的緩和の縮小のペース加速が決定されたこと

や議事要旨に利上げの条件が整いつつあるとの考えが記されたことなど、金融政策の正常化への

取り組みが進展したことや、雇用統計や小売売上高といった経済指標が良好な結果だったことな

どです。また、ＥＣＢ（欧州中央銀行）総裁が年内の利上げの可能性を示唆したことや、英国で

政策金利が引き上げられたことなども利回り上昇に影響しました。

　米ドル円相場は円安に振れました。主な背景は、米国では量的緩和の縮小のペースが加速した

ことやＦＲＢ（米連邦準備制度理事会）高官が早期の利上げの可能性を示したことなど金融政策

の正常化をめぐる報道が相次いだ一方、日本銀行は日本の長期金利の上昇を抑制し金融緩和を堅

持する姿勢を見せたことなどを受け、日米の金融政策や経済状況の格差が強まったことです。ま

た、原油などエネルギー価格が上昇し、ウクライナ情勢の混迷の影響で高止まりする可能性から、

日本の貿易赤字が拡大するとの見方なども円安材料となりました。

ポートフォリオについて（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

　当期の騰落率は、－0.5％となりました。

　債券ポートフォリオは、５～７年までの残存期間毎の米国債の組入比率がほぼ均等となるよう

に構築し、残存期間の分散を図りました。

　為替ヘッジ取引の判断にあたっては、大和証券株式会社からの助言を受けて以下の運用を行い

ました。ヘッジ比率は、ゼロ％から50％台前半の範囲で調整しました。期初から2022年１月上旬

は10％台後半から40％台後半、１月中旬から１月下旬はゼロ％としました。その後、３月上旬に

かけて10％台半ばから50％台前半とし、期末付近は６％程度としました。「守る為替ヘッジ戦

略」は、期初から１月上旬は40％台前半から70％台前半、１月中旬はゼロ％としました。その後、

期末にかけて10％台半ばから50％台前半としました。「攻める為替ヘッジ戦略」は、主に期初か

ら１月上旬と期末付近に円安判定とし、「守る為替ヘッジ戦略」を基準にヘッジ比率を25％程度

減らす調整を行いました。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

ベンチマークとの差異について（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

　ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

２ 今後の運用方針

　引き続き、債券ポートフォリオは、米国債５～７年のラダー型とします。

　為替ヘッジ取引の判断にあたっては、引き続き、大和証券株式会社からの助言を受けて運用を

行います。なお、投資助言者の運用方針は以下の通りです。為替ヘッジは「攻・守」合わせた戦

略を適用します。「守る為替ヘッジ戦略」は常時適応し、債券価格と米ドル円レートが逆方向に

変動する動きを捉え、安定した収益確保を図ります。さらに、米ドル円の市場データを分析した

結果、追加収益獲得の機会と捉えた際は「攻める為替ヘッジ戦略」を機動的に適用し、「守る為

替ヘッジ戦略」を基準にヘッジ比率を増減する調整を行います。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

当期中の売買及び取引の状況（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

公社債

買 付 額 売 付 額

外
国

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル
ア メ リ カ 国 債 証 券 40,725 10,546

※金額は受渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。）

※管理上の都合により、一部の銘柄において属性が変わっている場合があります。

１万口当たりの費用明細（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

項 目 金 額 比 率 項 目 の 概 要

(a) そ の 他 費 用 1円 0.005％ その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金

の送回金・資産の移転等に要する費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） (1) (0.005)

（そ の 他） (0) (0.000)

合 計 1 0.005

期中の平均基準価額は11,182円です。

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。

※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

※各項目毎に円未満は四捨五入しています。

利害関係人との取引状況等（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

当期中における利害関係人との取引等はありません。
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2021年９月14日から2022年３月11日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。



18－　　－

米国中期債運用戦略マザーファンド

Ｂ　個別銘柄開示

外国（外貨建）公社債

区 分 銘 柄 種 類

期 末

利 率 額 面 金 額
評 価 額

償 還 年 月 日
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

％ 千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円
ア メ リ カ US TREASURY N/B 国 債 証 券 0.5000 10,620 9,812 1,141,409 2027/08/31

US TREASURY N/B 国 債 証 券 1.1250 9,883 9,405 1,094,076 2028/02/29

US TREASURY N/B 国 債 証 券 1.1250 10,366 9,812 1,141,336 2028/08/31

US TREASURY N/B 国 債 証 券 1.8750 9,465 9,388 1,092,106 2029/02/28

小 計 － 40,334 38,419 4,468,928 －

合 計 － － － 4,468,928 －

※邦貨換算金額は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

※管理上の都合により、一部の銘柄において属性が変わっている場合があります。

投資信託財産の構成� （2022年３月11日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
公 社 債 4,468,928 98.5

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 67,931 1.5

投 資 信 託 財 産 総 額 4,536,860 100.0

※期末における外貨建資産（4,489,735千円）の投資信託財産総額（4,536,860千円）に対する比率は99.0％です。

※外貨建資産は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは、１

アメリカ・ドル＝116.32円です。

組入れ資産の明細（2022年３月11日現在）

公社債

Ａ　債券種類別開示

外国（外貨建）公社債

区 分

期 末

額 面 金 額
評 価 額

組入比率 うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

外 貨 建 金 額 邦貨換算金額 ５年以上 ２年以上 ２年未満

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％
ア メ リ カ 40,334 38,419 4,468,928 99.2 － 99.2 － －

合 計 － － 4,468,928 99.2 － 99.2 － －

※邦貨換算金額は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

※組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。

※管理上の都合により、一部の銘柄において属性が変わっている場合があります。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2022年３月11日現在）

項 目 期 末

(A)�資 産 8,959,505,328円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 42,826,274

公 社 債(評価額) 4,468,928,933

未 収 入 金 4,446,146,835

未 収 利 息 1,178,817

前 払 費 用 424,469

(B)�負 債 4,454,164,203

未 払 金 4,448,252,025

未 払 解 約 金 5,912,090

そ の 他 未 払 費 用 88

(C)�純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 4,505,341,125

元 本 4,062,967,155

次 期 繰 越 損 益 金 442,373,970

(D)�受 益 権 総 口 数 4,062,967,155口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,089円

※当期における期首元本額956,175,300円、期中追加設定元本額

3,226,854,012円、期中一部解約元本額120,062,157円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※期末における元本の内訳は、米国中期債運用戦略ファンド（ダ

イワ投資一任専用）4,062,967,155円です。

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2021年９月14日　至2022年３月11日）

項 目 当 期

(A)�配 当 等 収 益 12,635,515円

受 取 利 息 12,644,690

支 払 利 息 △      9,175

(B)�有 価 証 券 売 買 損 益 △�54,664,055

売 買 益 166,612,793

売 買 損 △221,276,848

(C)�そ の 他 費 用 等 △����130,719

(D)�当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △�42,159,259

(E)�前 期 繰 越 損 益 金 109,971,390

(F)�解 約 差 損 益 金 △�13,726,570

(G)�追 加 信 託 差 損 益 金 388,288,409

(H)�合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 442,373,970

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ) 442,373,970

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を

差し引いた差額分をいいます。

お知らせ
＜約款変更について＞

　該当事項はございません。


